
 

 

第３８回会計検査院契約監視委員会定例会議議事概要 

開 催 日 令和８年７月２９日(水) 

場 所 Web 会議開催 

出席委員氏名 委員長 松島 桂樹 

(一般社団法人クラウドサービス推進機構 理事特別研究員) 

委 員 丸山 恭司(愛知工業大学経営学部経営学科 教授) 

委 員 石崎 一登(公認会計士 石崎公認会計士事務所) 

抽出案件 ３ 件 
(備考) 

抽出案件３件の審議のほかに、契約の状況、少額 

随意契約の状況等について説明を行い、その後、質疑

を行った。 
(内訳) 

 

一般競争契約 １ 件 

指名競争契約 ０ 件 

随意契約 ２ 件 

委員からの意見・ 

質問、それに対す 
る回答等 

意見・ 質問 回 答 

別紙のとおり 別紙のとおり 

委員会による意見 

の具申又は勧告の 

内容 

なし 
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(別紙) 

１．委員長及び委員長代理の選出 

 

委員の互選により、松島委員が委員長として選任された。松島委員長から丸山委員が委員長代

理に指名された。 

２．抽出委員の指定 

 

石崎委員を抽出委員に指定した。 

３．令和７年度(下半期)における契約の状況等について 

会計検査院側より、契約の状況、指名停止の運用状況、少額随意契約の状況等について説明を

行った。 

意見・質問 回 答 

・一般競争入札と随意契約の件数を比較する

と、一般競争入札の割合が昨年度の同時期と

比べて減少しているが、その理由は何か。 

 

・指名停止の運用状況及び談合情報への対応状

況の資料はどのような情報に基づき作成して

いるのか。 

 

・本院における大型の情報システム系の更新案

件が少なく比較的少額な案件が多かったこと

などが要因と考えられる。 

 

・指名停止の運用状況については、本院におい

て指名停止を行った件数を記載している。ま

た、談合情報への対応状況については、報道

等により本院が発注した契約について談合が

行われた疑いが生じた場合は、その状況を調

査し、資料に記載することとしている。 
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４．案件の審議 

３件を審議した。審議の内容は次のとおりである。 

意見・質問 回 答 

(１)検査記録システムに係る概念実証のための支

援業務 

(契約内容：従前の調査表管理システムの再構

築に向けて、本システムの主要な機能に係るサ

ンプルアプリの作成等を行うことにより、本院

のネットワーク環境下で所有している Power 

Platform 等を活用した実現可能性の検証の支

援を行うもの) 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

・本業務は実現可能性の有無を検証する業務であ

るが、本業務において実現可能性がないという

結論に至ることはあり得たのか。 

 
 

 

 

 

 

 

・そのような結論に至る可能性は十分あり得た

と考えている。本件業務を実施するに当たり、

検査記録システムを Power Platform上で稼働

させることはある程度可能であるとの見込み
はあったが、実際に検査記録システムとして

搭載を想定するうちの一部の機能を実装した

サンプルアプリを稼働させてみて、Power 

Platform上で正しく機能するかどうかを確認

する必要があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・見積書を徴取した業者はどのように選定したの

か。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

・本件業務の調達を計画する中で、発注できそ

うな業者の情報をインターネット等で収集

し、ヒアリングを行って技術力等を確認する

などして選定した。 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

・Power Platform を活用することとしたことに

はどのような事情があるのか。国全体として
Power Platform の活用を前提にしなければな

らないというようなことはあるのか。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

・国全体としての方針はないが、本院において、

既に導入している Microsoft 365の一部であ
る Power Platformを使用可能であり、これが

活用できるのであれば第一に検討しようとい

うことになった。 

また、従前のシステムと同様のソフトウェ

アやクラウド環境で開発するとかなりの開発

コストがかかることをいくつかの業者から確
認したため、比較的安価になると見込まれる

Power Platform上で開発することとなった。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

・従前の調査表管理システムにおいては、どのよ

うにデータの管理を行っていたのか。また、調

査表管理システムで保存されているデータは

検査記録システムに移行されるのか。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

・従前はデータベースをシステム上に構築して

データ管理を行ってきた。検査記録システム

では、Power Platform上に新たなデータベー

スを構築し、これに従前の調査表管理システ

ムから出力したデータを投入して移行するこ

ととなる。 
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・今回の Power Platform を活用する仕組みを考

えたときに、本件の契約相手方が、従前の調査

表管理システムについて以前から関係性があ

った業者ではないのは、Power Platformのノウ

ハウがある者を選定して随意契約したという
理解だが、いかがか。 

本業務を実施した後については、 Power 

Platform というローコードツールの特色を活

かして検査院の中でシステムを形作るのか、そ

れとも外注とするのか。外注の場合は、本業務

の後業務であるプロトタイプ作成も行った本

件契約相手方と随意契約するのか。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

・ご理解のとおりである。本件契約の相手方の

事業者は、調査表管理システムについて以前

からの関わりを有する必要はなく、Power 

Platformを用いたシステム開発が対応可能な

事業者を複数検討し、最終的に 2 者から参考
見積書の提出を受けたものである。なお、契

約相手方の決定については、特命随意契約で

はなく、見積合わせの結果による。 

本業務を実施した後の検査記録システムの

本番構築については外注することとしてお

り、その際の調達方法は、Power Platformを

用いたシステム開発が行える者は数多く存在

すると考えられることから、一般競争入札に

よることとした。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(２)検査記録システムプロトタイプ作成に係る業

務 

(契約内容：上記(1)の業務で作成したサンプル

アプリを基にした検査記録システムのプロト

タイプの作成及び当該プロトタイプについて

判明した課題に対して本院が行うプロトタイ

プの改修支援を実施するもの) 

 

 

 

 

 

 

 

 

・見積書の徴取が 1者のみであった理由は何か。

他の者も見積書を提出できるのであれば徴取

した方が説明責任を果たすことができたと考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

・(1)の業務について、同業務の契約相手方とは

別の 1者から徴取した見積書の額は、(1)の業

務の契約相手方の見積額と比べて倍以上高く

なっており、この 1 者から見積書を徴取する

ことも可能であったが、同者から本件業務に

ついて見積書を取得したとしても、(1)の契約

相手方よりも有利になる要素が確認できなか

ったことから、(1)の契約相手方のみから徴取

したものである。 

 

・仮に(1)の業務と本業務を一本で発注した場合、

それぞれの契約金額の合計と比べ金額を低減

できた可能性はあるのか。 
 

・当初は(1)の業務と本件業務を一連の業務と

して実施するという前提で、前記の 2 者から

参考見積書の提出を受けており、それを見る
限りでは、一つにまとめる場合と分けた場合

で合計金額に差がない状況であったことか

ら、業務を一本で発注することで金額が低減

することはなかったのではないかと考えてい

る。 
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・(1)の業務で作成したサンプルアプリと、本件

業務で作成したプロトタイプの具体的な違い

は何か。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サンプルアプリは、本院の Microsoft 環境に

対応したデータの取扱い、複数の課について

データテーブルを結合する部分などについ

て、Power Platform上で実現ができるかを確

認することにフォーカスして一部の機能に絞
って作成したアプリケーションであり、プロ

トタイプは、サンプルアプリでは機能ごとに

実装されたものであったところを有機的につ

なげて一つのシステムとして一連で業務利用

できるところまで実装したものである。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

・本件業務の成果物は、本番構築に係る業務を発

注する際の仕様となるのか。(1)の業務及び本

件業務を同じ事業者が実施しているため、どの
会社でも参入できるような形になるようご留

意いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

・ご理解のとおりである。本件業務の成果物と

して納入されたシステム概要図やデータ定義

書等は、本番構築に係る業務を発注する際の
仕様に用いられることになる。また、これら

の成果物は、基本的には、Power Platformを

扱える事業者であれば参入を妨げるようなも

のにはなっていないと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・業務を実施する中で得られたスキルや知識とい

ったノウハウについては、契約相手方に帰属す

るという取扱いだと思うが、契約上明確になっ

ているのか。 
 

・ノウハウの取扱いについては、契約相手方に

帰属した上で、本院は、本件業務の目的の範

囲内において利用が認められるという形で契

約上取り決めている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

(３)令和７年度電子証拠書類等管理システム

(EVANSS)更改に向けた構想の検討に係る調査

研究 

(契約内容：EVANSS の連携システムである

SEABIS 及び GEPS の令和 10 年度中の更改を見

据え、EVANSSの今後の構成・機能の在り方を整

理し、その移行方針をロードマップとして本院

に提示するもの) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・入札関係書類を受け取った事業者が 9者あった

ものの、実際に入札に参加したのが 1者のみで

あり、結果的に一者応札になったことについて

の事情としては、「調査研究」との件名に興味
を持って入札関係書類を受け取ったものの、業

務内容を確認していくと対応が難しいと考え

て、説明会参加者が 3者、事前提出書類提出者

が 1者と減っていくという経過をたどったので

はないかということか。 

 

・そのように考えている。電子調達システムで

は公告中の契約件名や入札日といった情報が

他省庁の案件も含め一覧で表示され、事業者

は契約件名から興味のあるものを探して入札
関係書類等をダウンロードする形になる。今

回の調達について、入札関係書類を受け取っ

たものの入札を辞退した者に対するアンケー

トの回答の中に、仕様書等を確認した結果、

守備範囲外と判断して入札を見送ったとする

ものがあった。このような状況が生じること

は承知しており、契約件名には注意を払って

きているところであるが、今後もなお一層、

契約件名には注意してまいりたい。 
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・入札参加を促す工夫として、仕様書上での業務

内容等の具体化に努めたということだが、具体

的に工夫した点とはどのようなものなのか。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・例えば、以前は「必要な対策を講じる」といっ

た仕様書の書きぶりをしていたところを、必

要な対策とはどのような場合にどのような対

策を講じるのかを可能な限り具体化して明示

するというような工夫を行っている。 
 

 

 

 

 

 

 

・本件業務は、EVANSSの連携システムに変更が見

込まれ、これに対する対応が必要であるという

ことが背景にあるとのことだが、連携システム

について、具体的にどのような変更が見込まれ

るのか。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

・本件業務の実施段階では、連携システムを所

掌する省庁から、計算証明書類の提出の仕組

みの変更、証拠書類データの大幅な変更等を

見込んでいるが、具体的な変更内容について

は未定であるとの連絡を受けていた。 

また、会計 DXの動向なども含め、中・長期

的に EVANSSがどうあるべきか検討しておく必

要があることも背景にある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・既存システムに関連する契約は、もともと当該

システムに関係する企業があり、新しい企業が

入札に参加しづらいという課題が従来からあ

る。これに加えて、IT関係の事業者は、人手不

足等により多忙で、新規の仕事をあまり求めて

いないという現状を踏まえると、一者応札は経

常的に発生し、入札不調になるといった事態ま

で想定される状況にあると思うので、事業者の

確保という点に留意してほしい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

・本院は他省庁と比べて調達規模が小さく、入

札参加者が少なくなる傾向にあるので、不調

になることのないように、どうやって事業者

を確保するのか、入札参加意欲のある事業者

の情報収集については中長期的な課題として

取り組みたい。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

・国の情報システムは現状外注することで開発等

するのが主体となっていると思うが、AI 技術の

進歩に伴って、内製比率を高めようといった議

論が昨今なされており、外注に頼っている状況

はサステナブルではないとの危険性が感じられ

るようになってきている。これを踏まえて、シス

テムを内製化できるような体制も検討していく

べきだと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・IT人材の育成、内製化の検討については、今

後における課題として認識しているところで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 


